
①求職者数 全 数 ( ▲ 1.7 % ) ( 0.2 % ) ( % )

県内希望 ( ▲ 5.2 % ) ( ▲ 5.9 % ) ( % )

②求人数 全 数 ( 16.8 % )

県内求人 （ 7.4 % ）

③求人倍率 全 数 （ 3.70 Ｐ ）

県内求人 （ 0.42 Ｐ ）

④就職内定者数 全 数

県内就職

⑤就職内定率 全 数

県内希望

⑥県内就職内定割合

 １　②の県内求人は県内の安定所で受理した求人数であり、県外求人（＝全数－県内求人）は推薦数に基づく求人延べ数。
 ２　⑥の県内就職内定割合は④の県内就職内定を全数で割ったもの。
 ３　盲、聾、支援学校を含む。
 ４　（　　）内は対前年同月増減率（％）［求人倍率、就職内定率、県内就職内定割合は対前年同月差（ポイント）］であり▲は減。
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1,163人
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1,135人

3.53 倍

▲ 4.3

3,038人 1,875人

23.42 倍

6,960人

令和７年３月県内新規高等学校卒業予定者の職業紹介状況

熊本労働局訓練課

令和6年7月末日現在

▲ 4.5



令和６年７月末日現在

前年 前年 うち うち

前年度 本年度 同月比 前年度 本年度 同月比 男 女

84 90 7.1 1.3 農, 林, 漁業

4 2 ▲ 50.0 0.0 鉱業, 採石業, 砂利採取業

1,343 1,360 1.3 19.5 建　設　業

1,889 1,989 5.3 28.6  製　造　業 

6 7 ( 16.7 ) 0.1 電気・ガス・熱供給・水道業

60 45 ▲ 25.0 0.6 情報通信業

181 197 ( 8.8 ) 2.8 運輸業, 郵便業

659 724 ( 9.9 ) 10.4 卸売業, 小売業

54 58 7.4 0.8 金融業, 保険業

60 81 35.0 1.2 不動産業,  物品賃貸業

92 94 2.2 1.4 学術研究, 専門・技術サービス業

359 379 5.6 5.4 宿泊業, 飲食サービス業

218 190 ▲ 12.8 2.7 生活関連サービス業, 娯楽業

19 9 ▲ 52.6 0.1 教育, 学習支援業

916 897 ( ▲ 2.1 ) 12.9 医療, 福祉

353 681 92.9 9.8 複合サービス事業

184 157 ( ▲ 14.7 ) 2.3 サー ビス業(他に分類されないもの)

14 14 0.0 ( 8.9 ) うち職業紹介・労働者派遣業

0 0 　　－ 0.0 公務・その他

6,481 6,960 7.4 100.0 合 計

844 806 ▲ 4.5 11.6 専門的, 技術的, 管理的職業従事者

503 719 42.9 10.3 事務従事者

406 443 9.1 6.4 販売従事者

1,392 1,334 ▲ 4.2 19.2 サービス職業従事者

645 611 ▲ 5.3 ( 45.8 ) 介護サービス職業従事者

98 94 ▲ 4.1 ( 7.0 ) 保健医療サービス職業従事者

57 50 ▲ 12.3 ( 3.7 ) 生活衛生サービス職業従事者（理・美容等）

257 271 5.4 ( 20.3 ) 飲食物調理従事者

286 263 ▲ 8.0 ( 19.7 ) 接客・給仕職業従事者

49 45 ▲ 8.2 ( 3.4 ) その他（添乗員、トリマー等）

3,185 3,479 9.2 50.0 技能工, 採掘, 製造, 建築従事者

1,949 2,022 3.7 ( 58.1 ) 生産工程従事者

40 37 ▲ 7.5 ( 1.1 ) 輸送従事者

234 221 ▲ 5.6 ( 6.4 ) 定置機関・建設機械運転, 電気工事従事者

962 1,199 24.6 ( 34.5 ) 建設・採掘・労務従事者

151 179 18.5 2.6 その他職業従事者

6,481 6,960 7.4 100.0 合 計

2,104 2,182 3.7 31.4 ２９人　以下

1,961 1,944 ▲ 0.9 27.9 ３０～９９人

1,150 1,086 ▲ 5.6 15.6 １００～２９９人

338 384 13.6 5.5 ３００～４９９人

470 453 ▲ 3.6 6.5 ５００～９９９人

458 911 98.9 13.1 １,０００人以上

6,481 6,960 7.4 100.0 合 計

《高校》　　　県内求人受理及び県内就職内定の状況 （産業・職業・規模別）

高　卒　対　象　県　内　求　人　数 高　卒　県　内　就　職　内　定　者

実　数
構成比

産業 ・ 職業 ・ 規模実　数
構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　規　　　模　　　別　　　　　　　＊　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　産　　　業　　　別　　　　　　　＊　　　　　　　　

※産業分類は平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　職　　　業　　　別　　　　　　　＊　　　　　　　　

※産業分類は令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づ
く区分により表章したもの。対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。


